
公害被害の特殊性にかんがみ、汚染原因者負担等を前提とした民民事責任を踏まえつ
つ、公害健康被害者を迅速かつ公正に保護するため、昭和48年に公害健康被害補償
法を制定。

公害健康被害補償制度
平 成 １８年 ７月
環境省環境保健部

以下の7種を給付
・療養の給付及び療養費 ・障害補償費
・遺族補償費 ・遺族補償一時金
・児童補償手当 ・療養手当
・葬祭料

次のいずれかの指定地域に一定期間在住し、一定の疾病(指定疾病)にかかってい
るとして、申請に基づき、指定地域の都道府県知事等が認定した者
（指定地域は次頁の図のとおり。）

①第一種地域 ：相当範囲の著しい大気汚染による気管支ぜん息等の疾病が多発
している地域（当初、四日市、東京19区等41地域が指定されたが、
昭和63年法改正によりすべて解除）

②第二種地域 : 水俣病、イタイイタイ病等原因物質との因果関係が明らかな疾病が
多発している地域

補償等の対象者

背景

補償給付の内容

第１種地域：汚染負荷量賦課金（８割）及び自動車重量税からの引き当て（２割）
第２種地域：汚染原因者からの特定賦課金

（水俣病及びイタイイタイ病については、汚染原因企業と患者団体に
よる補償協定により企業から直接給付）

補償給付の財源

※上記の補償給付のほか、以下の事業を行う旨定められている。

①公害保健福祉事業（被認定者の福祉の増進等のために都道府県知事が実施）

②健康被害予防事業（大気汚染の影響による健康被害を予防するために独立行政法人環境再生保全機構が実施）



公害保健福祉事業
・ﾘﾊﾋ ﾘ゙ﾃｰｼｮﾝ事業
・転地療養事業
・療養用具支給事業
・家庭療養指導事業
・ｲﾝﾌﾙ ｴﾝｻ 予゙防接種
の助成事業

補償給付
・療養の給付及び療養費
・障害補償費
・遺族補償費
・遺族補償一時金
（・児童補償手当）
・療養手当
・葬祭料

独立行政法人
環境再生保全機構

独立行政法人
環境再生保全機構

補償給付、公害保健福祉事業及び健康被害予防事業とその財源
（旧第一種地域）

指定地域自治体の長指定地域自治体の長

ばい煙発生
施設等設置者
（約8,500施設）

ばい煙発生
施設等設置者
（約8,500施設） 自動車自動車
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公害健康被害予防事業 （注）

自治体が行うもの
・計画作成
・健康相談
・健康診査
・機能訓練
・施設等整備

機構が行うもの
・調査研究
・知識の普及
・研修
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（注）予防事業の対象地域
旧第一種地域とこれに準ずる地域
（世田谷区、中野区、杉並区、練馬区、
西宮市、芦屋市）

約５９２億円（全額汚染原因者）
国 ¼

県又は市 ¼

汚染原因者 ½

地域住民地域住民

基金
（約500億円：平成6年度に造成完了）
基金の運用益により事業を実施

汚染原因者

（注）指定地域解除（昭和６３年３月１日）以降の申請による新規認定は
行っていない

被認定者（約５万人）

（注）金額及び施設数は平成１８年度予定



公健法の補償給付について

給付の概要

関 係 条 文
項 目 性 格 支 給 内 容

法 律 政令等

１．療養の給付 指定疾病に係る 診療報酬の額の算定方法は、法22条に基 ３条１項 環境庁
及び療養費 医療費 づき、健康保険の点数表とは別体系のも １号 告示

のとして公害医療機関の診療方針等に即 19条
して環境省告示で定められている 24条

２．障害補償費 労働能力の喪失等 15歳以上の被認定者に支給されるもの ３条１項 令９条
による逸失利益相 で、労働者の性別、年齢階層別の平均賃 ２号 令10条
当分に、慰謝料的 金の80％相当レベルで定められている障 25条 令11条
要素を加味したも 害補償標準給付基礎月額に相当する金額 令12条
の に障害の程度に応じた次の支給率を乗じ

て算定した額を支給する。 環境省
（支給率）特級・１級 １００％ 告示第

２級 ５０％
３級 ３０％

なお、特級については介護加算がある。

３．遺族補償費 指定疾病に起因し 被認定者によって生計を維持していた一 ３条１項 令15条
て死亡した場合 定の遺族に対して、労働者の性別、年齢 ３号 令17条
に、死亡被認定者 階層別の平均賃金の70％相当レベルで定 29条
の逸失利益と慰謝 められている遺族補償標準給付基礎月額 環境省
料相当分及び被認 に相当する金額を10年を限度として支給 告示
定者の遺族固有の する。
慰謝料相当分を補
償するもの

４．遺 族 補 償 同 上 遺族補償費を受けられる遺族がいない場 ３条１項 令18条
一時金 合に、一定の遺族に対して上記遺族補償 ４号

標準給付基礎月額の36ヶ月分に相当する 35条
金額を一括支給する。

５．児 童 補 償 指定疾病により児 15歳未満の児童に対して障害の程度に応 ３条１項
手当 童の学業や成長に じて支給される。 ５号

支障を生じ、また、 なお、特級については介護加算がある。 39条
その養育に手間が
掛かることに対し ※ 15年度からは、15歳未満の被認定患
て慰謝料的要素も 者がいなくなったので、同手当の額は
考慮して支給する 定められていない。
もの

６．療養手当 入通院に要する交 １ヶ月の入院・通院期間に応じて支給す ３条１項 令22条
通費等の諸雑費を る。 ６号 令23条
填補するもの 40条

７．葬祭料 指定疾病に起因し 通常葬祭に要する費用を支給する。 ３条１項 令24条
て死亡した場合 ７号

41条



障害の程度（障害補償費）

区分 障害の程度

特 級※ 労働することができず、日常生活に著しい制限を受ける程度の心
身の状態で、指定疾病の種類に応じて環境大臣が定める基準に該
当し、かつ、当該指定疾病につき常時介護を必要とするもの

１ 級 労働することができず、日常生活に著しい制限を受けるか、又は
労働してはならず、日常生活に著しい制限を受けることを必要と
する程度の心身の状態で、指定疾病の種類に応じて環境大臣が定
める基準に該当するもの

２ 級 労働に著しい制限を受け、日常生活に制限を受けるか、又は労働
に著しい制限を加え、日常生活に制限を受けることを必要とする
程度の心身の状態で、指定疾病の種類に応じて環境大臣が定める
基準に該当するもの

３ 級 労働に制限を受け、日常生活にやや制限を受けるか、又は労働に
制限を加え、日常生活にやや制限を加えることを必要とする程度
の心身の状態で、指定疾病の種類に応じて環境大臣が定める基準
に該当するもの

※特級には介護加算がある。

障害補償標準給付基礎月額（平成１８年度）

年齢階層 男 女

15 ～ 17 121.9 111.2
18 ～ 19 154.0 133.7
20 ～ 24 184.7 160.8
25 ～ 29 223.0 185.2
30 ～ 34 263.6 202.3
35 ～ 39 309.2 213.8
40 ～ 44 335.4 213.6
45 ～ 49 352.8 209.5
50 ～ 54 353.1 204.2
55 ～ 59 338.8 199.9
60 ～ 64 252.3 172.0
65 ～ 231.1 175.7



遺族補償標準給付基礎月額（平成１８年度）
（単位：千円）

年齢階層 男 女

15 ～ 17 106.7 97.3
18 ～ 19 134.7 117.0
20 ～ 24 161.6 140.7
25 ～ 29 195.1 162.1
30 ～ 34 230.6 177.0
35 ～ 39 270.5 187.1
40 ～ 44 293.5 186.9
45 ～ 49 308.7 183.3
50 ～ 54 309.0 178.7
55 ～ 59 296.4 174.9
60 ～ 64 220.8 150.5
65 ～ 202.2 153.8

その他の補償給付

補償給付の種類 金額 適用時期

介護加算額 46,500
15日以上 35,900

入院 8～14日 33,900
7日以内

療養手当 第一種地域 15日以上 25,000 平成１８年

通院 第二種地域 8日以上 ４月から
第一種地域 4～14日 23,000
第二種地域 2～7日

葬祭料 ※（注） 664,000

（注）葬祭料以外の給付金額は月額である。



 

（単位：千円）

年度区分 平成１６事業年度 平成１７事業年度

種　　類 金　額 構成比(%) 金　額 構成比(%)

補償給付費 62,022,769 100.0　 59,672,983 100.0　

療養の給付及び療養費 22,174,055 35.8　 21,396,516 35.9　

障害補償費 27,972,569 45.1　 27,104,243 45.4　

遺族補償費 3,878,382 6.3　 3,509,526 5.9　

遺族補償一時金 1,164,965 1.9　 1,123,489 1.9　

児童補償手当 0 0.0　 0 0.0　

療養手当 6,647,621 10.7　 6,359,854 10.7　

葬祭料 185,177 0.3　 179,355 0.3　

（注）１.　平成16事業年度については、決算ベースである。

　　　２.　平成17事業年度については、県市区への納付額（支払ベース）であって、

　　　　　決算ベースによるものではない。

平成１６・１７事業年度補償給付費の種類別納付状況（旧第一種地域）


